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資料１
「基本方針２００３『国庫補助負担金等整理合理化方針 」重点項目に関する平成１６年度予算概算要求等の状況』

（※ 関係する各省庁の概算要求概要資料等により作成）

（単位：億円）

基本方針2003 国庫補助負担金等整理合理化方針 関連する主な国庫補助負担金

重点項目 改革工程 国庫補助負担金名 平成１５年度 平成１６年度概算要求の主な内容

予算額

［社会保障］ (1) 保育所運営費負担金 4,220 「多様な保育サービスの推進」として、平近年の社会構造・就業構造の著しい変化等を踏まえ、地域にお

新しい児童育成のた 成15年度予算額4,855億円に対して、5,085いて児童を総合的に育み、児童の視点に立って新しい児童育成の

めの体制の整備 億円を概算要求ための体制を整備する観点から、地域のニーズに応じ、就学前の

教育・保育を一体として捉えた一貫した総合施設の設置を可能と

※ 次世代育成支援施策の在り方に関する研究会する。

（厚生労働省少子化対策推進本部事務局の研究(2) 児童の教育・保育に従事する者は、当分の間、それぞれの資格 社会福祉施設等施設整備費補助金 1,227

）「 」を認めることとしつつ、将来的に幼稚園教諭と保育士の双方の資 ・負担金 会 社会連帯による次世代育成支援に向けて

（抜粋 （15.8.7)格を併せ持つことを要することとし、当面、双方の資格が取得し 社会福祉施設等設備整備費補助金 91 ）

2.事業等の在り方やすいような方策を講ずる。 ・負担金

(2)保育(3) (1)及び(2)の実現に向けて、関係省庁において平成 年度まで18

保育所運営費について、その公的支援のに検討するとともに、関連する負担金の一般財源化など国と地方

すべてを市町村が負う、いわゆる一般財の負担の在り方について、地方公共団体の意見を踏まえ、上の検

源化等に関する議論については、討と並行して検討を進め、必要な措置を講ずる。

ア）次世代育成支援は、国の基本政策で

あり、地域の自主的、自立的な取組を

前提としつつ、国としてどのように具

体的に取り組むのか、

イ）地方公共団体の財政状況等によって

取組に格差が生じるおそれがあること、

特に、過疎地域においては、一般的に

担税力が弱く、仮に税源移譲等がなさ

れた場合でも、十分な財源保障がなさ

れないことにより現在の保育サービス

の水準が維持できないおそれがある

などの課題があり、慎重な検討が必要で
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ある。

むしろ、高齢者介護における介護保険

制度のように、国と地方公共団体を含め

国民皆で支える中で地方分権を進めると

いう考え方についても選択肢として検討

することが考えられる。

保健所長の医師資格要件については、地方の自主性の拡大の観点保健所長医師資格要

に立って検討会で検討を進め、平成 年度中に結論を得る。件の廃止 15

保険制度、サービス 介護保険事務費交付金 305 「介護保険制度の着実な実施と関連施策の増大する社会保障分野の補助負担金の抑制等に向けて、医療制度

水準の見直し 推進」として、平成15年度予算額１兆8,92において、公的医療費の伸びの抑制等に取り組むとともに、介護保

9億円に対して、２兆820億円を概算要求険制度を持続可能なものとするため、法施行後５年を目途とした見

直しとして、給付と負担の見直し等に取り組むほか、生活保護その

他福祉の各分野においても、制度、執行の両面から各種の改革を推

進する。

介護保険事務費交付金については、一般財源化に向けて、地方公

共団体における要介護認定に係る事務の定着状況や、地方公共団体

の意見を十分に踏まえて検討し、必要な措置を講ずる。

［教育・文化］ 義務教育費国庫負担金 26,571 「優れた教員の確保と配置」として、平成地方分権を推進し義務教育に関する地方の自由度を大幅に高める

義務教育費国庫負担 15年度予算額２兆7,947億円に対して、２ため、平成 年 月の「総務・財務・文部科学３大臣合意」及び｢国14 12

制度、教員給与の一 兆8,280億円を概算要求。と地方に係る経済財政運営と構造改革に関する基本方針｣で示された

律優遇の見直し （第７次公立義務教育諸学校教職員定数改工程に従い、以下のとおり、引き続き義務教育費国庫負担制度等の

善計画の着実な推進のため、5,380人の改見直し・検討を着実に推進し、必要な措置を講ずる。

公立養護学校教育費国庫負担金 1,308 善を要求）(1) 義務教育に関する地方の自由度を大幅に拡大する観点から、平

成 年度に義務教育費国庫負担制度の改革（例えば定額化・交付16

※ 文部科学事務次官記者会見（概要 （15.9.1)金化）のための具体的措置を講ずるべく、所要の検討を進める。 ）

・義務教育費国庫負担金については概算要(2) 義務教育費に係る経費負担の在り方については、現在進められ

求は昨年同様。退職手当・児童手当に係ている教育改革の中で中央教育審議会において義務教育制度の在

る取扱いについては予算編成の最終段階り方の一環として検討を行い、これも踏まえつつ、平成 年度末18

で結論を出す。までに国庫負担金全額の一般財源化について所要の検討を行う。

・公立学校教員給与の国立学校準拠制度の(3) 学校栄養職員、学校事務職員については、義務標準法等を通じ

廃止により、地方の自主的判断で教員給た国の関与の見直し及び義務教育費国庫負担制度の見直しの中で、

与手当が決められることになり、それを地域や学校の実情に応じた配置が一層可能となる方向で検討を行

担保するための義務教育費国庫負担制度う。
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の改革を図ることが課題。定額化あるい(4) 退職手当、児童手当等に係る国庫負担金の取扱いについては、

は交付金化のための具体的措置の検討を平成 年度予算編成までに結論を得る。16

図る。地方の自由度を大幅に増やす観点(5) 教員給与については、平成 年度からの国立学校準拠制の廃止16

から定額制により２分の１を国庫負担し、に伴う給与体系の見直し、及び平成 年度に実施される予定の公18

残り２分の１を地方交付税で負担する積務員制度改革（能力・業績を適正に評価し､処遇に反映）と歩調を

算（総額裁量制）により定額化を図る方合わせた教員給与制度の一層の見直しを進める中で、教員の一律

針で財政当局や総務省の理解を得たい。処遇から、能力等に応じた処遇システムへの転換に向けた検討を

行う。

※ 中央教育審議会文部科学大臣諮問（15.5.15)

諮問理由（抜粋）

・今後の義務教育における教育条件整備の

在り方について、幅広く御検討いただき

たいと考えております。特に、現在進め

られている教育改革の中で義務教育制度

の在り方の一環として、国と地方との適

切な役割分担、費用分担の観点から、義

務教育費国庫負担制度の意義役割を踏ま

えつつ、義務教育費に係る経費負担の在

り方について、ご検討いただきたいと考

えております。

※ 参議院文教科学委員会（15.7.24)文部科学大

臣答弁 抜粋）（

・私は義務教育費国庫負担制度の根幹は守

り続けていくということが当然だと思っ

ております。

そして、地方分権という角度からいいま

すと、むしろ教員配置についての学級編

制のもう少し弾力化をしていく、あるい

は定数配置についても各地域の自主性を

考えたような配置もできるようにしてい

くと。さらには、給与費についての個別

の額についてもう少し弾力化していく必

要があるかもしれません。
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県と政令市間の県費負担教職員制度の見直し、学級編制の基準の学級編制の基準の設

設定権限の移譲については、関係道府県及び政令市等関係方面の理定権限等の県から市

解を得つつ、平成 年度内に意見を集約し、その結果を踏まえ、実への権限移譲 15

現を図る。

政令市立の高等学校及び中核市立の幼稚園の設置認可の見直しに

ついては、認可制を届出制とすることにつき、関係各方面の意見を

平成 年度内に集約し、その結果を踏まえ、実現を図る。15

［公共事業］ 地方道路整備臨時交付金 7,033 「道路関係予算概算要求概要」地方道路整備臨時交付金については、地方公共団体がより主体的

地方道路整備臨時交 ４「道路行政の改革」に事業を実施できるよう、平成 年度より国費と地方費の割合を個15

付金の運用改善 (2)地方の裁量のもと成果のあがる交付別事業（要素事業）ごとに固定せず、都道府県内の個別事業費の総

金制度への改革額について適用する取扱いとする。

地方道路整備臨時交付金については、

地方にとってより使い勝手がよく、かつ

高い成果があげられる制度に改善するた

め、地方の裁量を拡大するとともに、事

業のパッケージごとに目標に対する達成

度を評価し、その評価結果が以降の予算

に反映されるシステムの構築を行うなど

の改革を推進します。

・複数の道路事業からなるパッケージに

ついて整備効果の公表を求め、個別事

業への審査・指導は廃止［新規］

・道路構造令の改正及び構造基準の弾力

的な運用による裁量の拡大

・事業間で予算の流用が可能

・県・市町村の国費率を自由に設定可能

・道路・街路混在のパッケージの設定が

可能［新規］

［廃止］市町村事業等に係る 地方道改修費補助等 14,334平成 年度に引き続き、平成 年度以降においても、採択基準の15 16 （地方道路整備臨時

国庫補助負担事業の （道路）引上げ、補助金の統合化、補助対象の重点化等を実施する。平成16 交付金含む）

原則廃止・縮減 河川改修費補助等 5,739 ・舗装補修事業補助年度における採択基準の引上げ幅については、具体的に定める。

都市公園事業費補助等 973 （下水道）

公営住宅建設費等補助等 3,385 ・維持更新事業補助（特別区及び指定都市
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下水道事業費補助等 8,947 について、汚水に関する下水管きょの維

空港整備事業費補助等 254 持更新（管きょの排除能力や水質改善機

港湾改修費補助等 1,093 能の増強を伴わないもの）のうち新規事

農業農村整備事業等 5,828 業分）（農業集落排水事業

（国土交通省関係）費補助を含む）

森林環境保全整備事業費補助等 993 ・奨励的補助金を対前年度比約▲９％縮減

水産物供給基盤整備事業費補助等 1,727 約3,133億円→約2,863億円

廃棄物処理施設整備費補助等 1,474 （農林水産）

その他 6,506 ・農林漁業用揮発油税財源身替農道整備事

業（市町村等の実施する事業の新規採択

（計） 51,253 を原則中止）

［採択基準の引き上げ］

（道路）

・橋梁補修事業（地方道）

（都市公園）

・市町村都市公園事業費補助

全体事業費１億円→２億円

（海岸）

・補修費統合補助

４千万円→４千５百万円

・海岸環境整備事業費補助

８千万円→８千５百万円

（農林水産）

・農村振興総合整備事業

団体営 ５千万円→２億円

都道府県営 １億円→２億円

・森林居住環境整備事業

５億円→８億円

・漁港環境整備事業

３千万円→５千万円

・海岸保全施設補修統合補助事業

都道府県営 ４千万円→４千５百万円

・高潮対策・侵食対策・公有地造成護岸等
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整備統合補助事業

市町村営 ６千万円 → ７千万円

・海岸環境整備事業

８千万円 → ８千５百万円

［統合補助金（新規・拡充等 ］）

（河川）

・一級河川、二級河川の各統合補助金の統

合

・準用河川改修事業の統合補助金化

・河川修繕事業の統合補助金化

（都市公園・都市環境整備）

・緑地環境整備総合支援事業（新規）

・まちづくり総合支援事業の拡充

・都市再生総合整備事業の拡充

（住宅）

・公営住宅、特定優良賃貸住宅、高齢者向

け優良賃貸住宅の統合補助金化

（港湾）

・港湾施設統合補助の拡充

（農林水産）

・美しいむらづくり総合整備事業の創設

・むらづくり総合整備事業の拡充

・田園自然環境保全整備事業（新規）

・フォレスト・コミュニティ総合整備統合

補助事業（新規）

・漁村づくり総合整備事業の拡充

維持管理に関する直轄事業負担金については、地方分権推進計画に事業主体としての国

基づき、引き続き、段階的縮減を含め、見直しを行う。と地方の役割分担の

直轄事業負担金に係る事務費については、地方分権推進計画に基明確化

づき、引き続き、国直轄事業と国庫補助事業の事業執行の在り方等

も踏まえつつ、対象となる経費の内訳や範囲等について均衡のとれ

たものとなるよう、更に見直しを行う。
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［産業振興その他］ 協同農業普及事業交付金 252 （協同農業普及事業交付金）農業委員会については、必置基準面積を大幅に引き上げるととも

農業委員会・改良普 平成15年度予算額252億円に対して、同額に、選挙委員の法定下限定数を引き下げる（次期通常国会に法律改

及事業 林業普及指導事業交付金 36 を概算要求。正案を提出予定 。あわせて、農業委員会の組織のスリム化、効率化）

（農業委員会交付金）を進め、これに沿った交付金の縮減を行う。

水産業改良普及事業交付金 6 平成15年度予算額116億円に対して、同額協同農業普及事業については、普及センターの必置規制を廃止す

を概算要求。るとともに、普及手当支給の上限規定を廃止する（次期通常国会に

農業委員会交付金 116法律改正案を提出予定 。あわせて、普及事業の重点化・効率化、普）

及職員の資質向上等により組織のスリム化を進め、これに沿った交

「農林水産省予算概算要求の概要」付金の縮減を行う。また、林業普及指導事業、水産業改良普及事業

Ⅲ平成１６年度農林水産予算概算要求の方についても、協同農業普及事業に準じた見直しを行う。

針なお、改革の進展状況を踏まえつつ、平成 年度までに、地方の18

6.地方分権の推進自主性の拡大の観点に立って、交付金について一般財源化等その在

2.国庫補助負担事業の重点化・効率化り方等について所要の検討を行い、結論を得る。

〇農業委員会・普及事業

農業委員会及び協同農業普及事業につ

いては、活動・事業の重点化・効率化、

組織のスリム化を促進するため、

①農業委員会活動、委員会設置基準、

委員定数等についての見直し

②普及職員の必置規制の緩和、普及手当

のあり方の見直し

等を内容とする関係法律の改正を次期通

常国会の提出に向けて検討中

交付金については、最新時点における

農業委員会数、普及職員数の確かな見通

しが得られる本年度秋以降、予算編成過

程において、それぞれの効率化、スリム

化の状況を踏まえ、縮減を図る。

なお、林業普及指導事業及び水産業改

良普及事業については、上記に準じて対

応
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交通安全対策特別交 交通安全対策特別交付金 822 平成15年度予算額822億円に対して、790億交通安全対策特別交付金については、国の関与を縮減する観点か

付金の見直し 円を概算要求。ら、道路交通法の国の報告徴収及び国への返還の規定を廃止する。

また、現在反則金の対象としている違法駐車に関する法制度の在

り方の検討に当たっては、国の関与を縮減するという三位一体の改

革の観点も踏まえ、平成 年中を目途に結論を得る。15

（参考） 各省庁の概算要求における国庫補助負担制度の改革内容抜粋

厚生労働省

「平成１６年度厚生労働省予算概算要求の主要事項」

平成１６年度厚生労働省予算編成に当たっての基本的視点

厚生労働省は、平成１６年度の予算編成に当たり、国民の安心や生活の安定、社会経済の活性化を図るため、特に次のような視点を踏まえ、施策の重点化や効率化に取り組

む。

年金制度改革及び児童手当の充実をはじめとする少子化対策の施策に要する経費の取扱いについては、予算編成過程で検討する。

また 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針２００３」に基づく国庫補助負担金の見直し等についても、引き続き検討していくこととする。、

国土交通省

「平成１６年度予算概算要求概要」

第２ 平成１６年度予算概算要求の概要

３．三位一体の改革（国庫負担金制度の改革）の推進

個性ある地域の発展のため 地方にできることは地方で を基本に廃止・縮減等の改革を行う一方 国家的見地から支援すべき事業については 戦略テーマ毎の補助体系、「 」 、 、

へ改革するとともに、統合補助金の更なる拡充などにより、地方の裁量を高める方向での改革を推進。

《 地方にできることは地方で」を基本に改革》「

〇本来地方の責任で行うべき事業への国庫補助負担金を廃止・縮減。

例 道路の舗装補修、下水道の汚水管きょの機能増強等を伴わない維持更新 等

〇都市公園事業、海岸事業、港湾施設改良統合補助金等について採択基準の引上げ等による重点化を実施（例：市町村都市公園整備事業の全体事業費の下限 １億円→２

億円）

〇奨励的補助金を対前年度比約▲９％縮減。

約3,133億円（Ｈ15年度）→約2,863億円（Ｈ16年度要求）

《戦略テーマ毎の補助体系へ改革を推進》

〈戦略テーマ毎の補助体系の例〉

・ホーム、自由通路、駅前広場、アクセス道路整備等に対する国庫補助負担金を同時採択すること等により、駅と周辺のバリアフリー化を一体的に推進

・都市公園の整備、民有緑地の保全等を一体的に推進するため、新たな統合補助金（緑地環境整備統合支援事業）を創設し 「緑の回廊構想」を推進、



- -9

・河川管理者と下水道管理者が共同で計画を策定し、事業を実施することにより、効率的な雨水対策、水質浄化対策を推進

・まちづくり総合支援事業のメニューに観光交流センターの整備を追加し、地域の観光資源を活かしたまちづくりを推進

《地方の裁量を拡大し使いやすく改革》

〇地方の裁量を大幅に高める方向での改革を推進するため、地域の魅力・活力向上に向けた「まちづくり助成金（仮称 」を創設するとともに 「豊かな住まい空間創出事） 、

業 仮称 の創設 １級・２級河川の各統合補助金の統合 公営住宅と特定優良賃貸住宅・高齢者向け優良賃貸住宅の各統合補助金の統合など 統合補助金の更なる拡（ ）」 、 、 、

充を推進。７，９８４億円（１．１３倍）

〇まちづくり総合支援事業の採択要件緩和、地方道路整備臨時交付金の運用改善など、地方にとっての使いやすさを重視した改善。

〇高規格幹線道路における追越区間付２車線構造の推進など、ローカルルールの充実により地域の実情に応じた整備を推進。

農林水産省

「平成１６年度農林水産省予算概算要求の概要」

Ⅲ 平成１６年度農林水産予算概算要求の方針

６．地方分権の推進

国と地方の役割分担に応じた事務事業の見直し

平成１６年度農林水産予算要求においては 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2003 （平成１５年６月２７日閣議決定）を踏まえ、地方自治体の自主性・自、 」

立性を活かした事務事業の展開が可能となるよう、事業の統合補助金化を進めるとともに、国庫補助負担金の重点化を図った。

１．事業の統合補助金化の推進

平成１６年度予算概算要求においては、農林水産関係事業が、地方公共団体にとって使いやすく、かつ、自主性が発揮しやすいものとなるよう、公共事業等において

更なる統合補助金化を実施

・美しいむらづくり総合整備事業（５億円）

（農林水ヨコ型統合補助金の創設）農村振興総合整備統合補助事業（農 、森林居住環境整備事業（林 、漁港環境整備統合補助事業（水）） ）

※ ヨコ型統合補助とは、地区別の実施事業毎の事業費の配分を地方の裁量に委ねる仕組み。

・むらづくり総合整備事業（拡充 （１０９億円））

対象事業に地域用水環境整備統合補助事業（新規 （６億円）を追加）

・田園自然環境保全整備事業（新規 （１０億円））

・フォレスト・コミュニティ総合整備統合補助事業（新規 （７２億円））

地域の環境整備に係る居住環境整備及び居住地森林環境整備を統合補助金化

・漁村づくり総合整備事業（拡充 （３０億円））

統合補助の対象を、これまでの市町村営事業から、都道府県営事業まで拡大

（平成１６年度予算概算要求における創設・拡充分 ２３２億円）

２. 国庫補助負担事業の重点化・効率化

〇 農業委員会・普及事業

農業委員会及び協同農業普及事業については、活動・事業の重点化・効率化、組織のスリム化を促進するため、
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① 農業委員会活動、委員会設置基準、委員定数等についての見直し

② 普及職員の必置規制の緩和、普及手当のあり方の見直し

等を内容とする関係法律の改正を次期通常国会の提出に向けて検討中

交付金については、最新時点における農業委員会定数、普及職員数の確かな見直しが得られる本年度秋以降、予算編成過程において、それぞれの効率化、スリム化

の状況を踏まえ、縮減を図る。

なお、林業普及指導事業及び水産業改良普及事業については、上記に準じて対応

〇 農業共済事業事務費負担金

平成１４年１０月３０日に地方分権改革推進会議が公表した「事務・事業の在り方に関する意見」を踏まえ、農業共済組合連合会向けの事務費負担金については、

都道府県経由での交付を国から連合会への直接交付に改める。

なお、農業共済組合等向けの事務費負担金については、都道府県の意向を踏まえ、従来どおり、都道府県経由での交付

〇 採択基準の引上げ

① 農村振興総合整備事業

団体営事業 ５千万円 → ２億円

都道府県営事業 １億円 → ２億円

② 森林居住環境整備事業（居住環境基盤の整備を重点的に行う場合）

５億円 → ８億円

③ 漁港環境整備事業 ３千万円 → ５千万円

④ 海岸保全施設補修統合補助事業

都道府県営事業 ４千万円 → ４千５百万円

⑤ 高潮対策・侵食対策・公有地造成護岸等整備統合補助事業

市町村営事業 ６千万円 → ７千万円

⑥ 海岸環境整備事業 ８千万円 → ８千５百万円

〇 事業対象の重点化

① 農村振興総合整備事業について、農村生活環境整備のあり方につき、学識経験者等からなる第三者委員会での検討を踏まえた上で、農業生産基盤の整備と関連す

るものに重点化

② 広域農道整備事業について、学識経験者等からなる第三者委員会での検討を踏まえた上で、広域農道の新規採択予定路線を限定

③ 地域水産物供給基盤整備事業（第１種漁港の整備）について、新たな定量指標の導入により新規採択の対象を限定




